
0 

 

 

 

 

雲南市議会基本条例 

逐条解説 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

雲 南 市 議 会 
 

  



1 

 

目        次 

 

目次・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １ 

 

概要編・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３ 

 

解説編・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８ 

 

前文・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８ 

第１章 総則 

第 １条 目的・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 

第２章 議会及び議員の活動原則 

第 ２条 議会の活動原則・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１ 

第 ３条 議員の活動原則・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２ 

第 ４条 議長の責務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３ 

第 ５条 会派・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３ 

第３章 市民と議会との関係 

第 ６条 市民参加及び市民との関係・・・・・・・・・・・・・・・・・１３ 

第 ７条 情報の公開及び共有・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４ 

第 ８条 請願及び陳情・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１５ 

第 ９条 議会報告会・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６ 

第１０条 広報広聴・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７ 

第４章 市長等との関係 

第１１条 市長等と議会及び議員の関係・・・・・・・・・・・・・・・・１８ 

第１２条 政策情報の提出・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２０ 

第１３条 議決事件・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２１ 

第５章 議員間討議 

第１４条 議員間討議・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２１ 

第６章 議会運営及び体制 

第１５条 議会運営・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２２ 

第１６条 委員会・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２２ 

第１７条 研修・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２４ 

第１８条 予算・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２４ 

第１９条 議会事務局・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２４ 

第２０条 政務活動費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２５ 

第２１条 議会図書室・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２６ 



2 

 

第７章 議員の政治倫理、身分及び待遇 

第２２条 政治倫理・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２６ 

第２３条 定数・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２６ 

第２４条 報酬・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２８ 

第８章 最高規範性及び評価と見直し等 

第２５条 最高規範性・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２８ 

第２６条 評価・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２９ 

第２７条 見直し等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２９ 

 

 

 

  



3 

 

 概   要   編  

 

はじめに 

2006 年（平成 18 年）に北海道の栗山町議会で、全国で初めて議会基本条例が制定され

ました。 

地方分権改革が進む中にあって、議会改革が最も遅れていたことから、この議会基本条

例は時代に呼応した議会のありようを示したものとして大きな注目をあび、地方議会の

「夜明け」、「転換点」とも言われました。その後、全国で議会改革に取り組む議会が増え、

平成 25 年末時点で、全国８１２市議会中３２２市の議会で議会基本条例がつくられてい

ます。平成 26 年 4 月時点では、県内の８市では、６市が制定済みです。 

雲南市議会では平成 23 年 3 月に議会改革プロジェクトチームを立ち上げ、議会改革に

取り組んできました。それを踏まえ、平成 25 年 6 月に議会基本条例策定特別委員会を設

置して、2 年近くの検討を重ねて「雲南市議会基本条例」を制定しました。 

この冊子により、市民の皆様に、市議会のことやこの条例について理解を深めていただ

ければ幸いです。 

 

議会の役割とは 

地方自治体は、住民が市長と議会議員の両方を直接選挙で選ぶ二元代表制をとっていま

す。市長と議会はお互い対等な立場であり、それぞれが市政運営の重要な一翼を担ってい

ます。 

議会には、主に次の 2 つの役割があります。 

① 議事機関…市長が提案する予算や条例、事業計画などを市民の立場で審議し決定

します。 

② 監視機関…執行機関が適正に事務執行しているかを市民の目線でチェックします。 

加えて、地方分権改革により、今後は一層市民の声を真摯に受け止め、雲南市に適した

政策形成に向けた役割が重要となってきています。 

 

市民 

 

選挙        選挙 

 

 

議会           市長 

抑制と均衡 

（独善と専行を防止） 
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議会基本条例ってなに？ 

雲南市議会では、地方自治法第１０９条及び第１２０条に基づき、議会の運営に関する

手続きや決まりを「委員会条例」や「会議規則」で定めて運営しています。しかし、これ

らには地方分権時代にふさわしい議会と議員の活動原則や市民と議会との関係、市長等と

議会との関係など根本的な定めがありません。そこで本市議会をはじめ全国の多くの自治

体議会が時代の求めに沿った議会基本条例をつくることになりました。 

この条例は、議会の役割と使命を示した地方議会の憲法とも言える条例です。 

 

条例の概要 

前文 

第１章 

総 則 

 

１条 

 目 的 

第２章 議会及び議員の活

動原則 

２条 議会の活動原則 

３条 議員の活動原則 

４条 議長の責務 

５条 会派 

第３章 市民と議会との関

係 

６条 市民参加及び市民との関係 

７条 情報の公開及び共有 

８条 請願及び陳情 

９条 議会報告会 

10 条 広報広聴 

第４章 市長等との関係 

11 条 市長等と議会及び議員の関係 

12 条 政策情報の提出 

13 条 議決事件 

第５章 議員間討議 14 条 議員間討議 

第６章 議会運営及び体制 

15 条 議会運営 

16 条 委員会 

17 条 研修 

18 条 予算 

19 条 議会事務局 

20 条 政務活動費 

21 条 議会図書室 

第７章 議員の政治倫理、

身分及び待遇 

22 条 政治倫理 

23 条 定数 

24 条 報酬 

第８章 最高規範性及び評

価と見直し等 

25 条 最高規範性 

26 条 評価 

27 条 見直し等 
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議会に関する法体系 

 日本国憲法 (第８章 地方自治)  

 

 地方自治法 （第２編 普通地方公共団体 第６章 議会）  

 

 雲南市議会基本条例  

 

≪条例≫ 

・雲南市議会議員の定数を定める条例（地方自治法第９１条第１項） 

・雲南市議会の定例会の回数を定める条例（地方自治法第１０２条第２項） 

・雲南市議会委員会条例（地方自治法第１０９条） 

・雲南市議会の議員の報酬及び費用弁償等に関する条例（地方自治法第２０３条） 

・雲南市議会政務活動費の交付に関する条例（地方自治法第１００条第１４項～第１６

項） 

・雲南市議会事務局設置条例（地方自治法第１３８条第２項） 

・雲南市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（地方自治法

第９６条第１項第５号及び第８項） 

 

 

≪規則≫ 

・雲南市議会の定例会の招集時期を定める規則 

・雲南市議会会議規則（地方自治法第１２０条） 

・雲南市議会傍聴規則（地方自治法第１３０条第３項） 

・雲南市議会政務活動費の交付に関する規則（地方自治法第１００条第１４項～第１６

項、雲南市議会政務活動費の交付に関する条例第１０条） 

・雲南市議会が管理する情報の公開等に関する規則（雲南市情報公開条例、雲南市個人

情報保護条例） 

 

≪規程≫ 

・雲南市議会全員協議会規程 

・雲南市議会議長交際費の支出及び公表に関する規程 

・雲南市議会事務局処務規程 

 

≪その他≫ 

・雲南市議会申し合わせ事項 
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この条例で何が変わるか？ 

雲南市議会は、これまでも議会報告会の開催、政策評価や事務事業評価を通じての執行

部への提言など議会改革に取り組んできました。この条例で議会の役割と使命を明らかに

することで、議会の機能をさらに充実強化して市民の皆様により身近な存在となり、何を

しているのか見える議会になります。 

特に、次の 4 つのことに取り組みます。 

①市政における重要な課題や問題点をわかりやすく説明します。 

②多様な市民の意見を聴く場を設け、市政に反映させます。 

③建設的な政策提言や政策提案を行います。 

④議員間で討議を尽くし、よりよい判断をしていきます。 

 

この条例の特徴は？ 

この条例は、雲南市議会の最高規範であり、これからの議会に必要な基本的な考えを示

した理念条例です。 

主な特徴は、次の 4 つです。 

①議会と議員の活動原則を明記したこと。 

②市民との協働のまちづくりを進めるため、広報を担当する委員会に広聴活動を加

え、充実強化を図ったこと。 

③重要施策は、詳細な情報開示を求め、審議を一層深めることとしたこと。 

④論点や争点を明確化するために、議員間討議を重視し、政策提言や提案にもつな

がるようにしたこと。 

 

用語解説 

地方分権とは・・・日本の行政システムは、国が政策を決定し、その決定に従い地方自

治体が仕事を行うという中央集権型のシステムで、わが国の近代化や経済の発展に

寄与してきました。 

しかし、少子高齢化や国際化、個人の価値観や行政ニーズの多様化などの現在の

社会情勢に対応して、従来のような全国一律の基準では様々な課題に対応していく

には限界が生じてきました。 

そこで、これらの様々な課題を解決していくために、地方自治体には、地域の実

情に応じたきめ細やかな対応する、自らの地域のことは自らの意思で決定する「地

方分権」が求められるようになりました。 

「地方分権改革」とは、国に集中している権限や財源を地方自治体（県や市町）

に移して、自らの地域のことは自らの意思で決定し、その財源や権限、責任も自ら

が持つことをいいます。 

この改革により、地域のことは地域で決められるようになり、市民の声や地域の
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実情が行政サービスに反映されやすくなります。 

 

二元代表制とは・・・憲法第９３条で、地方自治体の首長（市長）と地方議員は住民が

直接選挙で選ぶことが定められています。首長は、条例等の提案と予算を調製し提

案する権限があり、議会は提案された条例や予算などを審議・決定する権限を持っ

ています。議決した事項の執行は、首長が責任を持って行い、議会には監視機能が

あります。地方自治体の基本構造として、執行機関としての独任制の市長と、議事

機関としての合議制の議会を設置し、長と議会の議員がそれぞれ住民の直接選挙で

選ばれ、地方自治体の運営をしています。 

 

議会の持つ権能とは・・・議会には市長が提案した事項を審議、決定する議決権や議決

した事項が適正に執行されているかを監視する機能があります。この他に、議案の

提案や市長の不信任議決など多くの権限を有しています。これらの議会が持つ権限

を十分に生かした議会活動を行うことが求められています。 
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 解   説   編  

 

 

前文 

地方分権時代にあって、自治体の自主的な決定と責任の範囲が拡大し、地域の自立が求

められている。また、人口減少、少子高齢化及びグローバル化が進む中、持続可能なまち

の実現に向け、二元代表制の一翼を担う議会の果たすべき役割はますます大きくなって

いる。 

雲南市議会は、市民の代表機関として雲南市まちづくり基本条例（平成２０年雲南市条

例第３６号）に則り、持てる権能を十分に発揮し、市の発展と市民福祉の向上のため、最

良の意思決定に導く使命が課せられている。 

これを達成するため、評価と監視機能の強化、市政の課題と論点や争点の明確化、市民

への情報提供と情報公開、多様な市民参加の推進と意見の反映、政策提言と政策提案、議

員間の自由討議、市長等執行機関との緊張感保持、議員の自己研さんと資質の向上などに

積極的に取り組む。 

ここに雲南市議会は、市民にわかりやすく信頼される議会となるべく決意し、議会の最

高規範となるこの条例を制定する。 

 

【趣旨】 

地方自治体と地方議会を取り巻く状況を踏まえ、議会の役割と使命を明らかにし、目指

すべき議会の基本的な考え（理念）を示し、その実現に向けて、この条例を制定する決意

を述べています。 

【解説】 

地方自治制度は、平成 7 年の地方分権推進法制定、平成 12 年の地方分権一括法施行、

平成 18 年の地方分権改革推進法制定などを経て、現在も地方分権改革が進められていま

す。これにより、市町村は自らの判断で地域の実情に合った行政を展開できるようになり

ましたが、一方で市町村の責任の範囲も拡大しています。 

また、急激な人口減少、少子高齢化とグローバル化の進展により、これまで経験したこ

とのないさまざまな課題が生じ、地域社会の存続すら危ぶまれる状況にあります。消滅も

衰退もしない持続可能な雲南市の実現に向け、二元代表制の一方を担う議会の果たすべき

役割は極めて大きなものがあります。 

こうした中、雲南市議会は市民の代表機関として、平成 20 年に制定した市のまちづく

りにおける最高規範に位置付けている「雲南市まちづくり基本条例」に基づき、持ってい

る機能を十分に生かさねばなりません。そして、何よりも市の発展と市民福祉の向上とい

う目的のために、市民の意思とかけ離れることなく負託に応える最良の意思決定をする重
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い使命があります。 

それを達成するためには、議会のさらなる活性化と充実強化が必要であることから、主

に、 

①政策の評価を行うとともに、執行が適正に行われるよう執行機関に対する監視機能

をより強化すること 

②市政の課題と議論における論点や争点を浮き彫りにして、市民にわかりやすく明ら

かにすること 

③市民に開かれた議会として、情報提供と情報公開を進め、共有化を図ること 

④市民が主役であり、市民との協働のまちづくりを進めるため、多様な市民の市政へ

の参加を促し、市民の声を真摯に聴き市政へ反映させること 

⑤議会には政策形成機能も求められており、政策が豊富化、深化するよう積極的な政

策提言と政策提案を行うこと 

⑥議会は言論の府であり、合議制機関でもあることから、これまで十分でなかった議

員間討議により、議論をつくして責任ある意思決定を行うこと 

⑦市長をはじめとする執行機関とのなれ合いを戒め、緊張感を保持すること 

⑧議員一人ひとりが不断に自己研さんを積み、資質の向上を図ること 

などに取り組むことにしました。 

この前文は、市民にわかりやすく信頼される議会となることを決意し、「市民に対する

議会の約束」として、議会における最高規範となる議会基本条例を制定することを宣言し

たものです。 

 

（雲南市まちづくり基本条例第６条・議会の役割と責務) 

１ 議会は、市民の代表により構成される市の議決機関として、市民の意思を尊重し

た意思決定に努めなければなりません。 

2 議会は、積極的な情報公開や、市民との対話に努め、開かれた議会運営を行わなけ

ればなりません。 

3 議員は、議会活動について、市民への説明責任を果たすとともに、公正かつ誠実に

遂行し、市民の負託に応えなければなりません。 

4 議員は、政策の提言及び提案に努めなければなりません。 

 

用語解説 

政策提言とは・・・予算など市長等が提案する議案に対し、議会（員）としての考えや

意見を提出すること 

政策提案とは・・市民との意見交換などを通じて、議会（員）が自ら提案する政策案を

実際の政策に反映させるため市長等に働きかけること 
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第１章 総則 

 

第 1 条（目的） 

この条例は、地方分権時代にふさわしい議会の役割を明らかにするとともに、議会に

関する基本事項を定めることにより、議会の活性化と充実を図り、もって市の発展と市民

福祉の向上に寄与することを目的とする。 

 

【趣旨】 

この条例の制定目的を述べています。 

【解説】 

 地方自治は首長（市長）と議会（市議会）の二元代表制をとっていますが、市の発展

と市民福祉の向上に寄与するという同じ目的のために、お互いけん制し合いながらも、そ

れぞれその使命を果たしていかなければなりません。 

そのためには、市議会は市民の代表機関として十分その役割を担うべく活性化し、充実

したものになることが何よりも必要です。 

そこで、これからの時代にふさわしい議会のあり方や議会における基本的な事項を明ら

かにし、それに向かって議会が行動していくため、この条例を制定することになりました。 

 

目的 市の発展と市民福祉の向上 

 

 

 

市議会               市長 

けん制 

 

２つの使命  市政における意思決定機関 

・・・政策形成過程から参画し、審議を通じて市民

にとって最良の意思決定を行います。 

執行機関への監視、統制 

・・・行財政の運営や事務処理、事業の実施が適正

かつ公平、効果的に行われているかチェックし

ます。 
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第２章 議会及び議員の活動原則 

 

第２条（議会の活動原則） 

議会は、次に掲げる原則に基づき活動しなければならない。 

(1) 公正性と透明性を確保し、市民に開かれたわかりやすい議会運営を行うこと。 

(2) 市民の意見を的確に把握して市政に反映できるよう、市民参加の多様な機会を設

けること。 

(3) 議決責任を深く認識し、市民に対する情報提供及び情報公開を積極的に推進し、

説明責任を果たすこと。 

(4) 政策の決定や執行など市政を監視し、評価すること。 

(5) 市民の意見等を考慮した政策提言を行うとともに政策提案に努めること。 

(6) 重要な政策については、論点を整理し、深い審議及び審査に取り組むこと。 

(7) 合意形成を目指して議論を尽くすこと。 

 

【趣旨】 

市民の代表機関として、市民の負託と信頼に応えるための議会の活動原則７項目を明確

にしています。  

【解説】 

（１）議会は、まず公正さと市民からよく見えることが前提として求められます。そのた

めに積極的な情報公開や市民との対話に努めることで、「開かれた」しかも「わかりや

すい」議会運営がなされなければなりません。 

※具体的な取り組みは、第 7 条及び第 10 条第 2 項に記載しています。 

（２）市民の意見を的確に把握して、市政に反映させることは議会（議員）活動における

最も重要なことです。 

公聴会制度や参考人制度の活用、請願・陳情者の意見陳述、議会報告会のほか住民、

各種団体、NPO 等との意見交換の場など市民参加ができる多様な機会を設けます。 

※具体的な取り組みは、第６条第 2 項及び第 3 項、第８条及び第９条に記載して

います。 

（３）議会には、議決機関として意思決定した内容を市民に説明する責任があります。議

事における論点や争点など、議決に至った経過も含めて、いろいろな方法で情報提供

と情報公開を進めます。 

※具体的な取り組みは、第９条及び第 10 条に記載しています。 

（４）議会には、市長等執行機関を監視し抑制する役割があります。政策の決定や執行が

適正かつ公平、効率的に行われているか監視し、また、その政策の成果を評価し、改

善につなげていきます。 
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（５）これからの議会には、市民の意見等を踏まえた政策提言や政策提案ができることが

一層求められています。市の政策の改善や水準向上のために積極的に政策提言し、議

会自らも政策提案に取り組むよう努めます。 

※具体的な取り組みは、第 16 条第 4 項に記載しています。 

（６）市の重要な政策や新規事業については、その目的や背景、必要性、見込まれる成果

など、問題点や論点を整理し、活発に議論を行うことによって審議及び審査を深め、

適切な判断を導き出します。 

※具体的な取り組みは、第 12 条に記載しています。 

（７）議会は、最終的に意思決定をする議決機関です。意思決定は、全員一致が理想です

が、個々の議員の考え方から一致しないというものが少なからずあります。しかし、

判断した結果の妥当性や説得力を高めるために、合意形成に向けて徹底して議論を尽

くすことが必要です。 

※具体的な取り組みは、第 14 条に記載しています。 

 

第３条（議員の活動原則） 

議員は、次に掲げる原則に基づき活動しなければならない。 

(1) 市民の意見を的確に把握するとともに、一部の地域や団体の代表にとどまらず、

市民全体の福祉の向上を目指して活動すること。 

(2) 市民の代表として誠実かつ公正に活動を行い、不断の研さんと市政に関する調査

研究、政策提言及び政策提案に努めること。 

(3) 議会が言論の府であること及び合議制機関であることを認識し、積極的に討議を

行うこと。 

 

【趣旨】 

前条の「議会の活動原則」を踏まえ、市民から信頼される議員としての責務と活動原則

３項目を定めています。 

【解説】 

（１）議員の職責は、多様な市民の声を真摯に聴き、さまざまな観点から検討し、市政に

反映することにあります。大切なことは一部の地域や団体の代表にとどまってはなら

ず、市民全体の代表者、奉仕者であることを認識し、市民全体の福祉の向上を目指し

て活動しなければならないということです。 

（２）議員は市民の負託を受けた市民の代表であることを常に意識し、誠実かつ公平な活

動で信頼されなければなりません。そのためには不断に自己研さんに励み、市政に関

する調査研究はもとより積極的に政策提言や政策提案に努めなければなりません。 

（３）議員は、議会が議論を尽くして意思決定をしていく言論の府及び合議制の議決機関

であることを十分に認識し、意思決定の妥当性と説得力を高めるためにも議員間の自
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由な討議を積極的に行わなければなりません。 

 

第４条（議長の責務） 

議長は、議会を代表して中立かつ公正な職務遂行に努めるとともに、議会の品位を保

持し、民主的かつ効率的な議会運営を行わなければならない。 

 

【趣旨】 

議会を代表する議長の責務と役割を定めています。 

【解説】 

議長は、議員の中から選挙で選ばれて、議場の秩序を保持し、議事を整理し、議会の事

務を統理し、議会を代表する権限を有しています。また可否同数となった表決においてそ

の可否を決定する権限もあります。 

議長の地位は、議会全体の権威に結びつくものであることから、議長には中立かつ公正

な職務遂行と議会の品位を保持し、民主的かつ効率的な議会運営をする責務があります。 

 

第５条（会派） 

１ 議員は、政策を中心として同じ志を持つ議員で構成する会派を結成することができ

る。 

２ 会派は、その活動において、政策提言及び政策提案を行うための調査研究に努めなけ

ればならない。 

 

【趣旨】 

会派の定義づけと議会活動における役割を述べています。 

【解説】 

会派とは、議会内に結成された議員の同志的集合体で、雲南市議会では政策を中心とし

て同じ志を持つ二人以上の議員で結成できます。会派は政策集団として、市政に関する調

査研究を行い、積極的に政策提言や政策提案を行わなければなりません。 

 

第３章 市民と議会との関係 

 

第６条（市民参加及び市民との関係） 

１ 議会は、市民参加の多様な機会を設け、市民との協働のまちづくりを推進する。 

２ 議会は、市民の声を市政に反映するため、住民、各種団体又はＮＰＯ等との意見交換

の場を設けるよう努める。 

３ 議会は、広く市民の意見及び専門的知見を審議等に反映させるため、公聴会制度及び

参考人制度の活用に努める。 
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【趣旨】 

市民参加の取り組み及び議会と市民の関係について定めています。 

【解説】 

１．雲南市のまちづくりの最高規範である「雲南市まちづくり基本条例」における目的

は、それぞれ（市民、行政、議会）の役割と責務がある中で、協働のまちづくりを進

めることにあります。従って議会活動においても多様な市民参加の機会を設けること

によって協働のまちづくりを推進していきます。 

２．（前項の具体的な取り組みとして）市民の声を市政に反映させるために市民、各種団

体、NPO 等との意見交換の場、市民との対話の場を積極的に設けるよう努めます。 

※第１０条（広報広聴）と関係します。 

３．地方自治法第１１５条の２に規定されている公聴会制度や参考人制度を積極的に活

用し、広く市民の意見や専門的な知見を議案審議や政策提言等に反映させるよう努め

ます。 

 

（地方自治法第１１５条の２） 

１ 普通地方公共団体の議会は、会議において、予算その他重要な議案、請願等につい

て公聴会を開き、真に利害関係を有する者又は学識経験を有する者等から意見を聴く

ことができる。 

２ 普通地方公共団体の議会は、会議において、当該普通地方公共団体の事務に関する

調査又は審査のため必要があると認めるときは、参考人の出頭を求め、その意見を聴

くことができる。 

 

第７条（情報の公開及び共有） 

１ 議会は、開かれた議会を目指すため、市民への情報公開を進め、情報の共有化を図

る。 

２ 議会は、本会議、委員会及び全員協議会を原則として公開する。また、議事録も公開

とする。 

３ 議会は、議案の審査等に関する資料について公開とする。 

４ 議会は、議決に対する説明責任を果たすため、議員個人の賛否の意思表示について公

表するよう努める。 

 

【趣旨】 

市民への議会活動の情報公開と情報の共有化に取り組むことを定めています。 

【解説】 

１．市民からは「議会が何をしているのかわからない。」という声を聞きます。まず議会

活動の情報公開をさまざまな方法（議会広報、市議会ホームページ、議会報告会など）
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で徹底的に行い、議会を「見える化」し、議会を知っていただくとともに、情報の共

有化を図ることが必要です。これは議会の市民への説明責任を果たすことでもあり、

市民に開かれた議会を目指します。 

２．（前項の具体な取り組みとして）本会議、委員会及び全員協議会は、原則公開で行い

ます。会議は、「雲南市議会傍聴規則」及び「雲南市議会委員会条例」に基づき傍聴で

きます。 

なお、例外として、プライバシー保護等の観点から審議する事項が公益を害する場

合などのときは、地方自治法第１１５条第１項の規定により、秘密会とすることがあ

ります。 

また、会議録も速やかに公開します。 

 

 （地方自治法第１１５条第１項） 

 普通地方公共団体の議会の会議は、これを公開する。但し、議長又は議員３人以上

の発議により、出席議員の３分の２以上の多数で議決したときは、秘密会を開くこと

ができる。 

 

３．議案や委員会審査等に関する資料についても公開します。なお、プライバシー保護の

観点から公開しないものもあります。 

４．議決に対する説明責任を果たすため、議案や請願・陳情における議員個人の賛否の意

思表示について、議会広報紙等での公表に努めます。 

 

第８条（請願及び陳情） 

議会は、請願及び陳情を政策提案と受け止め、必要に応じて提出者の説明機会を設ける。 

 

【趣旨】 

市民の権利として保障されている請願及び陳情に対する議会の取り組みを定めていま

す。 

【解説】 

請願及び陳情は、市民から発信された政策提案として受け止めます。また、審査におい

て必要な場合は、提出者の説明を聴いた上で十分な審議を行います。 

請願とは 

○日本国憲法第１６条「何人も、損害の救済、公務員の罷免、法律、命令又は

規則の制定、廃止又は改正その他の事項に関し、平穏に請願する権利を有し、

何人も、かかる請願をしたためにいかなる差別待遇も受けない。」 

↓ 

請願権は国民の権利 
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○地方自治法第１２４条「普通地方公共団体の議会に請願しようとする者は、

議員の紹介により請願書を提出しなければならない。」 

↓ 

議会には請願の受理権がありますが、それは住民の代表機関である議会に

請願を通じて住民の意思を反映させ、議会の意思によって請願の趣旨の実現

に努めさせるためです。 

 

請願の流れ 

 

請願者が請願書提出 

紹介議員 

議会が受理 

 

所管する委員会へ付託し審査・・・・・必要があれば請願者の説明を聴く 

 

採択または不採択の審査報告の上、本会議で採決 

 

不採択          採択・・・議会には、その実現に向け最善の努力を

する政治的、道義的責任があります。 

 

関係執行機関へ送付・・・議会は、請願事項の処理経過と結

果報告を請求できます。 

 

陳情とは・・・特定の事項について、利害関係を有する住民が官公署にその実情を訴

え、適切な措置を要望すること。（紹介議員は必要ありません。） 

 

注意点  

１ 陳情は法的保護を受けませんので、当局は、回答及び処理の結

果について報告する法律上の義務はありません。 

２ 陳情書に類するものとして、嘆願書、要望書などがあります。 

 

雲南市議会では、陳情は請願に準じた取り扱いをしています。 

 

 

第９条（議会報告会） 

議会は、市民への情報提供と市民からの意見聴取の場とする議会報告会を行う。 
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【趣旨】 

平成２１年１１月から行っている議会報告会を明文化し規定します。 

【解説】 

市民の声を市政に反映させるためには、議会での審議経過や結果などを市民に報告して

情報の共有化を図ることがまず必要です。市民への説明責任を果たすとともに市政の課題

等について市民と議論を深めたり、政策形成に参加できる機会を確保するために、議会報

告会を引き続き実施します。 

 

議会報告会の開催状況（平成２７年３月現在） 

 開催回数 開催会場 参加人数 

平成２１年度 ２ １２ ２５３ 

平成２２年度 ４ ２４ ５３１ 

平成２３年度 ４ ２４ ５４８ 

平成２４年度 ３ １８ ３６２ 

平成２５年度 ４ ２４ ４６８ 

平成２６年度 ３ １７ ３５３ 

 

第１０条（広報広聴） 

議会は、議会報をはじめ、多様な広報手段で広報活動に努める。 

２ 議会は、市民の声を議会運営に反映するため、市民への広聴活動に努める。 

３ 議会は、前条及び前２項に定める活動を行うため、広報広聴委員会を設置する。 

４ 広報広聴委員会に関することは、別に定める。 

 

【趣旨】 

市民に議会を理解していただくために、広報広聴機能を充実させ、その活動を担う新し

い組織をつくることを定めています。  

【解説】 

１．議会活動を市民に伝え説明責任を果たすため、議会広報紙の発行、ケーブルテレビ、

ホームページなど様々な手段で広報活動に努めます。 

２．市民の声を議会に反映するために、議会報告会の開催など広聴活動に努めます。 

※関連条文 第 6 条第 2 項 

３．広報広聴活動（上記１、２）を充実強化するため、従前の議会広報編集委員会を廃

止し、新たに広報広聴（特別）委員会を設置して取り組みます。 

４．広報広聴（特別）委員会に関することは、別に規程で定めます。 

広報広聴委員会の主な活動は、次のとおりです。なお、委員数は 8 人とし、任期は 2

年としています。 
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①議会広報紙の編集、発行 

②議会報告会の企画運営 

③議会報告会で出された意見等の課題整理 

④その他必要と認める広報広聴活動 

 

第４章 市長等との関係 

 

第１１条 （市長等と議会及び議員の関係） 

１ 議会は、独立かつ対等な立場において市長等執行機関（以下「市長等」という。）と

の緊張ある関係の保持に努めなければならない。 

２ 一般質問においては、議論を深めるため、一問一答方式で行うことができる。 

３ 市長等は、本会議において、論点をわかりやすく明確にするため、議員の質疑又は質

問に対し、議長の許可を得て反問することができる。 

４ 議員は、二元代表制及び住民自治の観点から、執行機関の諮問機関及び審議会等の委

員については、法令等で定めるもの以外は就任しない。 

５ 市長等は、本会議において可決された附帯決議を尊重しなければならない。 

６ 市長等は、議会が採択した請願及び陳情のうち、議会が市長等において措置すること

が適当と認めるものについて、その実現に努める。 

７ 議会は、市長等に対し、前項に関する処理の経過及び結果について報告を求めること

ができる。 

 

【趣旨】 

市長等と議会及び議員の関係の基本原則を明らかにし、より良いまちづくりに向けて議

論を深め、実現していくための考え方や運用を挙げています。  

【解説】 

１．議会と市長はともに市民の直接選挙により選ばれた市民の代表であり、議会は合議

制で議決権を有し、市長は独任制で執行権を有し、お互いに異なる機能があります。

議会は市長との役割分担を尊重し、それぞれ独立、対等の立場でけん制し、健全な緊

張関係を保持しなければなりません。 

２．一般質問は、一括質問方式と一問一答方式があります。従来から行われていた一括

方式に加え、論点を明確にして議論を深めるため、一問一答方式で行う議会が多くな

っています。雲南市議会では、平成１８年からこの一問一答方式を取り入れており、

今回、この条例制定に併せ明文化します。 

なお、一括質問方式については、会派代表質問（３月定例会のみ実施）と議員が選

択した場合に行います。 
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≪一問一答方式≫         ≪一括質問方式≫ 

１つの項目ごとに問い     問いを一括して行う 

 

答弁            答弁も一括して行う 

 

問い            再質問は 2 回まで 

 

答弁 

 

納得いくまで質問、答弁を繰り返すことができる。 

 

３．議会と市長等が論点を明確にしてお互いに活発に議論できるように、市長等は議長

の許可を得て、議員の質疑や質問に対して反問することができることにします。なお、

ここでいう反問とは、本会議において、議員からの質疑や質問に対してその言わんと

する趣旨を確認することを意味します。 

４．議会と市長は、二元代表制においてそれぞれ議決機関、執行機関としてお互いにけ

ん制し合う立場にあります。このことから、議員は執行機関の諮問機関や審議会等の

委員については、法令等で定めるもの以外には就任しません。 

また、各種委員には、住民自治（＝住民による自己統治）の面からも、市民が民主

的な自己決定に参画する機会を少しでも多く確保する必要があります。 

５．議会が議案等を議決する際に、可否だけでは議会としての意見が十分表明し尽せな

いとき、附帯決議をして補完する場合があります。 

表決には条件をつけることはできないことから、附帯決議には法的拘束力はありま

せんが、議会の事実上の意見表明であり、市長等はこれを尊重しなければなりません。 

（参考） 

雲南市議会では、平成２１年３月定例会において「雲南市交流センター条例」の

制定に関し、３項目の附帯決議をしたことがあります。 

６．議会は採択した請願・陳情のうち、市長等が措置することが適当と認めるものにつ

いては、市長等に送付します。 

これを受けた市長等は、議会の意思を尊重し、誠意をもってその実現に努めなけれ

ばなりません。 

７．前項の請願・陳情に関する処理の経過や結果について、議会は市長等に報告を求め

ることができます。これは、地方自治法第１２５条に規定されています。 
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用語解説 

市長等執行機関・・執行機関には（首）長のほか教育委員会などの委員会も含むため、

このように表現しています。 → 略して「市長等」と表記 

質疑・・議題となっている事項において、賛成、反対や修正などを決めるために、不明

確な点について市長等の説明や意見を聴くものです。質疑は議題に関することに限

られていて、簡明にしなければなりません。 

また、質疑をするときは、自らの意見や自らの賛否理由などは述べることができ

ません。本会議での議案に対する質疑や委員会での審査で行われます。 

質問・・質問は、市政全般について、市長等の所信をただしたり、事実関係（事務の執

行状況など）を明らかにしたり、また政治姿勢や政治責任を明確にさせるものです。 

本会議での代表質問、一般質問で行われます。 

  

第１２条（政策情報の提出） 

１ 議会は、市長等が提案する重要政策について、深く審議を行うため、市長等に対し、

次に掲げる事項について明らかにするよう求める。 

(1) 政策立案の背景 

(2) 提案に至るまでの経緯 

(3) 他の自治体の類似する政策との比較検討 

(4) 政策立案の過程における市民参加の有無と内容 

(5) 総合計画との整合性 

(6) 財源措置 

(7) 将来にわたる成果及びコスト計算 

２ 議会は、議案等の審議において、市長等に対して、議会が必要とする資料の提出を求

めことができる。 

 

【趣旨】 

議会が適正な決定をする前提として、十分な審議を行うのに必要不可欠な情報の提供を

市長等に求めることを定めています。  

【解説】 

１．新たな政策条例や重要な政策については、深く審議するために必要な（１）～（７）

の基本的事項を明らかにするよう市長等に求めます。これらの情報は、審議における

論点を明確にするとともに、執行後の評価に生かされます。そのことによって、政策

の適正な執行と政策水準の向上にもつながります。 

２．議会は、審議を深め、適切な判断をするために必要な資料の提出を市長等に求める

ことができます。 
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 第１３条（議決事件） 

議会は、二元代表制の下でその役割を果たすため、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第９６条第２項の規定に基づく議決事件の追加については、必要に応じて別に条例で

定める。 

 

【趣旨】 

議会が議事機関としての機能を十分に発揮するため、議決すべき事件について、必要に

応じて条例に規定することを定めたものです。 

【解説】 

地方自治法第９６条第１項では、条例の制定や改廃、予算の議決、決算の認定など議会

が議決しなければならない事件（議決事件）が定められています。 

また、同条第２項では、議会が議決すべきものを別に条例で定めて追加することができ

るようになっています。 

雲南市では、現在「市の総合計画における基本構想の策定と変更」、「名誉市民の推挙」

の２件を議決事件として加えていますが、今後も必要に応じて議決事件の追加を検討して

いきます。 

 

第５章 議員間討議 

 

第１４条（議員間討議） 

１ 議会は、合議制の機関であることを踏まえ、議員間で自由な討議を重ね合意形成に努

める。 

２ 議長は、議会が議論の場であることを踏まえ、議員間の自由な討議を重視した運営に

努める。 

３ 議会は、議員間による討議を尽くし、市長等に対する政策提言及び政策提案を積極的

に行う。 

 

【趣旨】 

議会が、合議体として、議員間で積極的かつ自由な議論を通して意思決定をしていくこ

とを定めています。 

【解説】 

１．議会が二元代表制の一方である市長と最も違うところは、多様な考え方を持つ議員

が集まった集団（＝合議体）であることです。いろいろな考えが集まる場であり、議

会として結論を出すときは皆で議論します。この議論こそが議会の特徴です。 

議会の意思決定に際しては、議員間で自由な討議を尽くして合意形成を図っていく

ことが大切です。全員一致となるのが理想ですが、現実には一致しないことが多くあ
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ります。少数意見を尊重しながら、最終的な賛否を決定しなければならず、そのため

にも十分な討議が必要となります。 

２．議長は、議会が議論の場であることを踏まえ、最良の意思決定に至るよう、議員間

の討議が徹底して行われる議会運営をしなければなりません。 

３．市の施策は「政策の立案 → 決定 → 執行 → 評価 → 改善」というサイ

クルがあり、議会は主に「決定」と「評価」の部分を担っています。決定の前には審

査を、評価の後には改善に向けた提言を行っています。この提言をすることによって、

改善を促し、市の政策水準を向上させることになります。雲南市議会は、議員間の討

議を尽くし、議会としての対案、修正案の提出、決議、議員の一般質問等の手法によ

り市長に対して政策提言や政策提案を積極的に行うよう努めます。 

※雲南市議会では現在、前年度の決算、施策実績をもとに施策評価を行い、施策の

改善に向けた提言を行っています。 

 

第６章 議会運営及び体制 

 

第１５条（議会運営） 

１ 議会は、議員平等の原則による民主的な運営を基本とし、効率的な運営を行わなけれ

ばならない。 

２ 議会は、市民にわかりやすい言葉及び表現による議会運営に努める。 

 

【趣旨】 

議会運営を、民主的かつ効率的に行うことを定めています。  

【解説】 

１．議会運営は公平、公正が前提で、議員平等の原則に基づいて民主的であることはも

とより、効率的でなければなりません。 

２．議会運営においては、専門用語や難解な表現はできるだけ使用せず、市民に分かり

やすい言葉や表現を用いるよう努めます。 

用語解説 

議員平等の原則・・議員は法令上、完全に平等で対等です。 

性別、年齢、信条、社会的地位、議員としての経験年数、その他の条件は議会内に

おいては関係なく、発言権、表決権など議員に認められている権限はすべて平等です。 

  

第１６条（委員会） 

１ 常任委員会、議会運営委員会及び特別委員会（以下「委員会」という。）は、専門性

などその特性が十分に発揮できる運営に努める。 
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２ 委員会は、所管する事務に関する調査を積極的に行うよう努める。 

３ 委員長は、調査又は審査に当たっては中立かつ公正な立場で、委員間の自由な討議が

積極的に行われるよう委員会を運営しなければならない。 

４ 委員会は、政策評価や決算審査及び議会報告会等での市民からの意見を踏まえ、積極

的に政策提言をするよう努める。 

 

【趣旨】 

委員会について、その専門的機能が十分発揮できるよう運営することを定めています。 

【解説】 

１．委員会は、議会の内部機関として本会議から付託された事件の審査及び所管事務の

調査を行います。審査、調査にあたっては独立の立場で自由に審査を行い、本会議や

他の委員会などから原則として何ら制約を受けないという委員会審査独立の原則が

あります。 

議会が、市政の諸課題に迅速かつ的確に対応するためにも、委員会のもつ専門性や

機動性など特性を十分に発揮できるよう運営に努めます。 

２．委員会は、付託された事件のみならず、所管する事務も積極的に調査するよう努め

ます。また、必要に応じて現地調査や先進地視察も行います。 

 

雲南市議会の委員会 

≪常任委員会≫・・所管する事務の調査及び議案、請願・陳情等の審査を行います。 

総務常任委員会・・・・政策企画部、総務部、市民環境部（市税及び地籍調査に関す

る事項）、会計課、監査委員、公平委員会及び選挙管理委員会の

所管事務 

教育民生常任委員会・・市民環境部（市税及び地籍調査に関する事項を除く。）、健康

福祉部、子ども政策局、雲南市立病院及び教育委員会の所管事務 

産業建設常任委員会・・産業振興部、建設部、上下水道部、水道局及び農業委員会の

所管事務 

≪議会運営委員会≫・・議会運営を円滑かつ効率的に進めるための意見調整を行います。 

≪特別委員会≫・・臨時、特定の事件について設置し、調査、研究を行います。 

広報広聴特別委員会・・広報広聴活動を行います。（→第１０条参照） 

島根原子力発電対策特別委員会・・島根原子力発電に関する事項の調査、研究を行い

ます。 

予算審査特別委員会・・一般会計予算について審議を行います。 

決算審査特別委員会・・決算認定に関する審査を行います。 

 

３．委員長は、委員会の議事整理権を有し、中立かつ公正な立場で民主的で効率的な議
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事運営に努めなければなりません。また、付託事件の審査結果は、本会議での審議の

重要な判断材料となることから、委員間の自由な討議で審査を尽くさなければなりま

せん。 

４．委員会は、毎年行っている政策評価や決算審査の結果及び議会報告会等で市民から

出された意見を踏まえて、積極的に政策提言するよう努めます。 

 

第１７条（研修） 

議会は、審査、政策提言及び政策提案の能力を向上させるため、議員研修の充実に努

める。 

 

【趣旨】 

議会及び議員の能力向上のため、研修を充実します。  

【解説】 

議会は、議案の審査はもとより、政策提言や政策提案ができる能力を一層高めてい

く必要があります。そのために議員研修を充実して、能力と資質の向上を図っていき

ます。  

 

第１８条（予算） 

議会は、議事機関としての機能を充実させるため、必要な予算の確保に努める。 

 

【趣旨】 

議会活動が、有効かつ充実するための必要な予算の確保を定めています。 

【解説】 

議事機関としての機能を充実させるためには、この条例で定めている広報広聴活動

の強化や政策提言等の能力向上などに必要な予算を確保する必要があります。 

なお、予算の提案及び執行は市長の権限であることから、議会費の決算状況、議会

活動の状況、市の財政状況を勘案して予算要求段階で十分調整し、必要な予算の確保

を市長に求めます。 

 

第１９条（議会事務局） 

 議会は、審査、政策提言及び政策提案の機能を充実させるため、議会事務局の調査及び

法務の機能の強化に努める。 

 

【趣旨】 

議会活動を補佐する議会事務局の機能強化を定めています。 

【解説】 
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議会事務局は、雲南市議会事務局設置条例及び雲南市議会事務局処務規程に基づき

議会に関する事務を行っています。 

議会の審査や政策提言、政策提案の機能を充実させ、また円滑かつ効率的な議会活

動を行うためには、それを補佐する議会事務局の役割も大きくなってきています。そ

のため、提案や政策に関する調査能力や法務能力の充実強化を図る必要があります。 

 

第２０条（政務活動費） 

１ 政務活動費は、議員の調査研究その他活動に資するために交付されていることを十

分に認識し、適正に執行しなければならない。 

２ 政務活動費は、市民に対する説明責任を果たすため収支報告書等を公表しなければ

ならない。 

 

【趣旨】 

政務活動費を適正に執行するとともに、説明責任を果たすことを定めています。 

【解説】 

１．政務活動費は、議員の調査研究その他の活動に資するため必要な経費の一部として

交付されるものであり、交付に関する具体的な事項は、地方自治法第 100 条第 14 項

の規定に基づき、雲南市議会政務活動費の交付に関する条例で定められています。 

議員は、市政に関する独自調査や政策に関する研究等を行うため政務活動費を有効

かつ適正に活用しなければなりません。 

２．政務活動費の使途については、市民の理解が得られるものでなければなりません。

収支報告書、領収書、視察研修の報告書などの提出を義務づけており、また、ホーム

ページ等で公表して、市民に対する説明責任を果たしていきます。 

 

（地方自治法第１００条（抜粋）） 

１４ 普通地方公共団体は、条例の定めるところにより、その議会の議員の調査研

究その他の活動に資するため必要な経費の一部として、その議会における会派

又は議員に対し、政務活動費を交付することができる。この場合において、当該

政務活動費の交付の対象、額及び交付の方法並びに当該政務活動費を充てるこ

とができる経費の範囲は、条例で定めなければならない。  

１５ 前項の政務活動費の交付を受けた会派又は議員は、条例の定めるところによ

り、当該政務活動費に係る収入及び支出の報告書を議長に提出するものとする。 

１６ 議長は、第１４項の政務活動費については、その使途の透明性の確保に努め

るものとする。  
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雲南市議会の政務活動費 

交付額は、月額 15,000円（年額 18万円） 

使途基準等を定めて運用しています。 

  

第２１条（議会図書室） 

 議会は、議員の調査研究に資するため、議会図書室の充実に努める。 

 

【趣旨】 

議会に置く図書室の充実に努めることを定めています。 

【解説】 

地方自治法第 100 条第 19 項では、議員の調査研究のために議会図書室を設置する

ことが定められています。議員の審査及び政策提言等の能力向上を図るため、図書を

充実させるとともに、活用推進を図ります。 

※新庁舎では、議員控室の一角に図書室を設けることにしており、国、県、市の広

報や刊行物、行政関係資料、地方自治、地方議会に関する書籍や法令集などを備える

予定です。 

 

第７章 議員の政治倫理、身分及び待遇 

 

第２２条（政治倫理） 

議員は、市民の負託に応えるため、公正及び高潔な倫理的義務が課せられていること

を常に自覚し、市民の代表者として、良心及び責任感を持ってその使命を果たすととも

に、議会人としての品位を保持し、識見を養うよう努めなければならない。 

 

【趣旨】 

議員が、市民の代表者としての自覚と倫理観をもって職務を遂行することを定めていま

す。 

【解説】 

議員は、市民の代表であり、市の意思決定機関である議会の構成員として市の発展

や市民生活の向上に携わっています。そのため公正で高潔な倫理的義務が課せられて

いることを常に自覚して、職務を遂行するとともに、不断に広く識見を養い、議会人

としての品位を保持しなければなりません。 

  

第２３条（定数） 

１ 議員定数は、雲南市議会議員の定数を定める条例（平成１６年雲南市条例第３２６

号）の定めるところによる。 
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２ 議員又は委員会が、議員定数を定めた条例の改正議案を提出する場合は、明確な改正

理由を付さなければならない。 

３ 前項の条例の改正議案の提出に当たっては、行財政改革の視点だけではなく、市政の

現状と課題、将来の予測と展望を十分に考慮するとともに、市民及び識見を有する者か

らの客観的な意見を参考にしなければならない。 

 

【趣旨】 

議員定数の根拠と変更する際の手続きを定めています。 

【解説】 

１．議員定数は、「雲南市議会議員の定数を定める条例」で定められています。 

２．議員定数の変更方法は、 

①市民が議員定数に関する条例改正の直接請求をする場合（地方自治法第 74条第

1項に基づき、有権者の１／５０の連署が必要です。） 

②市長が改正議案を提出する場合（市長には提案権があります。） 

③議員又は議会の委員会が改正議案を提出する場合 

の３つの場合があります。 

③の場合は、市民への説明責任を果たすためにも明確な改正理由を付さなければ

ならないこととしています。 

３．前項③による変更にあたっては、類似団体との比較など行財政改革の視点だけでは

なく、市政の現状や課題、将来の予測や展望など総合的な見地から検討するととも

に、市民や識見を有する者からの客観的な意見を参考にすることとします。 

 

雲南市議会の議員定数の推移 

年度 議員定数 備         考 

平成１６年 

（合併時） 

２６人 

（３８人） 

議員定数は２６人。合併特例により、合併後最初

に行われる選挙では、「雲南市議会議員の選挙区の設

定及び各選挙区において選挙すべき議員の定数に関

する条例」に基づき、定数を３８人とした。（大東１

０人、加茂６人、木次８人、三刀屋７人、吉田３人、

掛合４人） 

平成２０年 ２４人 平成２０年３月改正 雲南市議会議員定数等検討委

員会の答申に基づき議員発議で改正。 

平成２４年 ２２人 平成２４年３月改正 雲南市議会議会改革プロジェ

クトチームで検討。議員発議で改正。 
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第２４条（報酬） 

１ 議員報酬は、別に条例で定めるところによる。 

２ 議員又は委員会が、議員報酬を定めた条例の改正議案を提出する場合は、明確な改正

理由を付さなければならない。 

３ 前項の条例の改正議案の提出に当たっては、議員報酬の考え方及び議員活動の評価

について、市民及び識見を有する者からの意見を参考にしなければならない。 

 

【趣旨】 

議員報酬の根拠と変更する際の手続きを定めています。 

【解説】 

１．議員報酬は「雲南市議会の議員の報酬及び費用弁償等に関する条例」で定められて

います。 

２．議員報酬の改定方法は、 

①市民が、議員報酬に関する条例改正の直接請求をする場合（地方自治法第７４

条第１項に基づき、有権者の１／５０の連署が必要です。） 

②市長が、特別職報酬等審議会の答申に基づいて改正議案を提出する場合 

③議員又は議会の委員会が改正議案を提出する場合 

の３つがあります。 

雲南市議会では②を原則としていますが、③による場合は市民への説明責任を果た

すためにも、明確な改正理由を付さなければならないこととしています。 

３．前項③の場合は、事前に議員報酬の考え方及び議員活動の評価について広く市民の

意見や識見を有する者の意見を参考にしなければならないとしています。 

 

現在の議員報酬等（平成 22年 12月改定） 

報酬月額 議 長 ４１３，０００円 

副議長 ３５４，０００円 

議 員 ３２８，０００円 

期末手当  ６月 基準額×１．４ 

１２月 基準額×１．６ 

（基準額＝報酬月額×１．１５） 

 

第８章 最高規範性及び評価と見直し手続き 

 

第２５条（最高規範性） 

この条例は、議会における最高規範であり、議会に関する他の条例、規則等の制定、改

廃に当たっては、この条例と整合を図らなければならない。 
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【趣旨】 

この条例は、議会の基本となる条例であり、最高規範であることを定めています。  

【解説】 

この条例は、議会における最高規範であることから、議会に関する他の条例、規則、

規程等の制定及び改廃をする場合は、この条例と整合していなければなりません。 

  

第２６条（評価） 

１ 議会は、議会改革に継続的に取り組むため、この条例に基づく活動について、少なく

とも年１回はその評価を行う。 

２ 前項の評価は、議会運営委員会を中心に行う。 

 

【趣旨】 

議会が、この条例に基づく活動について、自ら定期的に評価を行うことを定めています。  

【解説】 

議会は、この条例を制定した後も引き続き議会改革に取り組んでいきます。この条

例で規定している事項について、少なくとも年１回以上、議会運営委員会を中心に評

価をし、議会全体で改善につなげていき、目的達成に向け不断に努力します。 

 

第２７条（見直し等） 

議会は、常に市民の意見又は社会情勢の変化等を勘案し、必要に応じて、この条例の改

正その他必要な措置を講ずる。 

 

【趣旨】 

この条例の見直し手続きを定めています。  

【解説】 

議会は、常に市民の意見や社会情勢の変化等を踏まえて、この条例の目的達成のた

め、必要に応じて条例改正等必要な措置を講じていきます。 

  

 


